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関係法規 

 

【Ｎｏ．５６ 水素貯蔵システムの型式の定義の適正化】･････････････････････････････････････････････p.3 

・ 国際容器則告示第一条第２項（用語の定義） 

・ UN-R134 

 

【Ｎｏ．５８ 充塡可能期間中の容器を搭載している燃料電池産業車両用電源ユニットのリユースの 

許容】･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････p.4 

  高圧ガス保安法第四十九条（容器再検査） 

  容器保安規則第二十六条（容器再検査における容器の規格） 

  容器保安規則に基づき容器の規格等の細目、容器再検査の方法等を定める告示第二十二条 

 

【Ｎｏ．２９ｂ 保安監督者に関する見直しｂ（保安監督者の経験要件の合理化）】･･････････････････････p.5 

・ 高圧ガス保安法第二十七条の二（保安統括者、保安技術管理者及び保安係員） 

・ 一般高圧ガス保安規則第六十四条（保安統括者の選任等） 

 

【Ｎｏ．４１ 3.5 よりも低い設計係数】･･････････････････････････････････････････････････････p.6 

・ 一般高圧ガス保安規則第六条（定置式製造設備に係る技術上の基準） 

・ 特定設備検査規則第十二条（耐圧部分の強度等） 

・ 特定設備検査規則第十四条（材料の許容引張応力） 

・ 特定設備検査規則第五十一条（特殊な設計による特定設備についての特例） 

・ 特定設備検査規則等の機能性基準運用について 別添１特定設備の技術基準解釈 

 

【Ｎｏ．３5  貯蔵量が300m3未満で処理能力が30m3/日以上の第２種製造事業者である水素 

スタンドの貯蔵に係る技術基準の見直し】･･･････････････････････････････････････････････････････････p.8 

  高圧ガス保安法第五条（製造の許可等） 

  高圧ガス保安法第八条（許可の基準） 

  高圧ガス保安法第十一条（製造のための施設及び製造の方法） 

  高圧ガス保安法第十二条（製造のための施設及び製造の方法） 

  高圧ガス保安法第十五条（貯蔵） 

  高圧ガス保安法第十六条（貯蔵所） 

  高圧ガス保安法第十七条の二（貯蔵所） 

  一般高圧ガス保安規則第十一条（処理能力三十立方メートル以上の第二種製造者に係る技術上の基準） 

  一般高圧ガス保安規則第十八条（貯蔵の方法に係る技術上の基準） 

  一般高圧ガス保安規則第二十二条（貯槽により貯蔵する場合の技術上の基準） 

  一般高圧ガス保安規則第二十三条（容器により貯蔵する場合の技術上の基準） 

 

【Ｎｏ．３０ 水素スタンド設備の遠隔監視による無人運転の許容】･････････････････････････････p.13 

・ 高圧ガス保安法第二十七条の二（保安統括者、保安技術管理者及び保安係員） 

・ 一般高圧ガス保安規則第六条第２項（定置式製造設備に係る技術上の基準） 

・ 高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）第六十四条関係 

 

 

 

 

  

参考資料 
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関係法規の正式名称と略称 

 

正式名称 略称 

【法律】 

高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号） 高圧ガス保安法 

【政令】 

高圧ガス保安法施行令（平成九年政令第二十号） 高圧ガス保安法施行令 

【省令】 

一般高圧ガス保安規則（昭和四十一年通商産業省令第五十三号） 一般則 

容器保安規則（昭和四十一年通商産業省令第五十号） 容器則 

国際相互承認に係る容器保安規則 国際容器則 

【告示】 

容器保安規則に基づき容器の規格等の細目、容器再検査の方法等を定める告示

（平成九年通商産業省告示第百五号） 
容器則告示 

国際相互承認に係る容器保安規則に基づき表示等の細目、容器再検査の方法等を

定める告示（平成二十八年経済産業省告示第百八十四号） 
国際容器則告示 

【通達】 

高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規） 

（20140625商局第1号） 
内規 

一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について（20140625商局第6号） 一般則例示基準 

容器保安規則の機能性基準の運用について（20130409商局第4号） 容器則例示基準 

特定設備検査規則の機能性基準の運用について(20160920 商局第 4 号) 特定則例示基準 

高圧ガス・石油コンビナート事故対応要領について（内規） 

（20180328保局第2号） 
事故対応要領（内規） 

【自主基準】 

高圧ガス保安協会基準 KHKS 

【国際協定規則】 

協定規則第 134 号 

水素燃料車（HFCV）の安全関連性能に係わる自動車およびその構成部品の 

認可に関する統一規定 

UN-R134 

  

【法律】 

道路交通法（昭和三十五年法律第百五号） 道交法 

道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号） 道路運送車両法 

【省令】 

道路運送車両の保安基準（昭和二十六年運輸省令第六十七号） 保安基準 

【告示】 

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示 

（平成十四年国土交通省告示第619号） 
保安基準細目告示 
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【NO.５６ 水素貯蔵システムの型式の定義の適正化】 

 

国際容器則告示  

第一条第2項 この告示において、容器又は附属品の一の型式とは、次の各号に掲げる事項のいずれにも該当す

る範囲のものであること。 

一 国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器 次に掲げる事項のいずれにも該当する範囲のものであること。 

イ 容器は、同一の種類の材料（容器製造業者が保証する引張強さ、耐力及び伸び率の値（容器製造業者が有限要

素法その他の適切な解析方法によって、容器の耐圧部分が耐圧試験中及び使用中に降伏を起こさないことを確認し

た値とする。）等が同一であることを含む。）を用い、同一の製造方法によって同一の容器製造所において製造され

たものであること。 

ロ～ヌ （略） 

 

UN-R134 

2. Definitions（定義） 

For the purpose of this Regulation, the following definitions shall apply:（本規則の目的上、以下の定義を

適用するものとする：） 

2.14. "Manufacturer" means the person or body responsible to the approval authority for all 

aspects of the type approval process and for ensuring conformity of production. It is not essential 

that the person or body is directly involved in all stages of the construction of the vehicle, system or 

component which is the subject of the approval process. (「メーカー」とは、型式認可プロセスのすべて

の側面および生産の適合性の確保について認可当局に対し責任を負う個人または団体を指す。その個人または団体

が認可プロセスの対象である車両、システムまたは構成部品の製造の全段階に直接的に関与していることは必須要

件ではない。)  

2.25. "Type of hydrogen storage system" means an assembly of components which do not 

differ significantly in such essential aspects as:（「水素貯蔵システムの型式」とは、以下のような本質的な特

徴において大きな違いがない構成部品のアッセンブリを指す：） 

(a) The manufacturer's trade name or mark;（メーカーの商号または商標、） 

(b)～(e) （略） 
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【NO.58 充塡可能期間中の容器を搭載している燃料電池産業車両用電源ユニッ

トのリユースの許容】 

 

高圧ガス保安法 

（容器再検査） 

第四十九条 

（略） 

２ 容器再検査においては、その容器が経済産業省令で定める高圧ガスの種類及び圧力の大きさ別の規格に適合し

ているときは、これを合格とする。 

 

容器則 

（容器再検査における容器の規格） 

第二十六条 

（略） 

4 法第四十九条第二項の経済産業省令で定める規格のうち、圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、圧縮水素自動

車燃料装置用容器、国際圧縮水素自動車燃料装置用容器、圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器及び圧縮水素運送自

動車用容器に係るものは、次の各号に掲げるものとする。 

一 容器は、第一項第一号の例により外観検査（外面に係るものに限る。）を行い、これに合格するものであるこ

と。 

二 容器は、次に掲げるところにより漏えい試験を行い、これに合格するものであること。 

イ 容器ごとに行うこと。 

ロ 漏れがないものを合格とすること。 

三 その他告示に定める基準に適合するものであること。 

 

容器則告示 

第二十二条 

（略） 

２ 規則第二十六条第四項第三号及び第五項第四号の告示で定める基準は、次の各号に掲げるものとする。 

二 自動車又は二輪自動車に装置されている容器にあっては、次に掲げるものとする。 

イ 容器に貼付されている容器証票に記載された車台番号は、当該容器が現に装置されている車台番号と同一で

あること。 

ロ 容器は、当該容器に貼付されている容器証票に記載された車台番号と異なる車台番号の自動車又は二輪自動

車に装置されたことがないものであること。 

三 自動車又は二輪自動車に装置されていない容器にあっては、自動車又は二輪自動車に装置されたことがない 

ものであること。 

  

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/326AC0000000204_20160401#432
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【ＮＯ.２９ｂ 保安監督者に関する見直し b（保安監督者の経験要件の合理化）】 
 
高圧ガス保安法 
（保安統括者、保安技術管理者及び保安係員）  
第二十七条の二 次に掲げる者は、事業所ごとに、経済産業省令で定めるところにより、高圧ガス製造保安統括者

（以下「保安統括者」という。）を選任し、第三十二条第一項に規定する職務を行わせなければならない。  
一 第一種製造者であつて、第五条第一項第一号に規定する者（経済産業省令で定める者を除く。）  
（略） 
 
一般則 
（保安統括者の選任等）  
第六十四条 法第二十七条の二第一項 の規定により、同項第一号 又は第二号 に掲げる者（以下次条から第六十

七条まで及び第七十八条において「第一種製造者等」という。）は、事業所ごとに、保安統括者一人を選任しなけ

ればならない。  
２ 法第二十七条の二第一項第一号 の経済産業省令で定める者は、次の各号に掲げるものとする。  
（略） 
四 処理能力が二十五万立方メートル未満の事業所において、専ら天然ガスを燃料として使用する車両に固定され

た容器に天然ガスを充てんする者であつて、甲種化学責任者免状、乙種化学責任者免状、丙種化学責任者免状、甲

種機械責任者免状又は乙種機械責任者免状の交付を受けたものであり、かつ、可燃性ガスの製造に関し六月以上の

経験を有する者にその製造に係る保安について監督させるもの 
五 処理能力が二十五万立方メートル未満の事業所において、又は移動式圧縮水素スタンドにより、専ら常用の圧

力が八十二メガパスカル以下の圧縮水素を燃料として使用する車両に固定された容器に圧縮水素を充てんする者で

あつて、甲種化学責任者免状、乙種化学責任者免状、丙種化学責任者免状、甲種機械責任者免状又は乙種機械責任

者免状の交付を受けたものであり、かつ、圧縮水素又は液化水素の製造に関し六月以上の経験を有する者にその製

造に係る保安について監督させるもの  
（略） 
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【Ｎｏ.４１ ３.５よりも低い設計係数】 

 

 一般則 

（定置式製造設備に係る技術上の基準） 

第六条 製造設備が定置式製造設備（コールド・エバポレータ、圧縮天然ガススタンド、液化天然ガススタンド及

び圧縮水素スタンドを除く。）である製造施設における法第八条第一号 の経済産業省令で定める技術上の基準は、 

次の各号に掲げるものとする。ただし、経済産業大臣がこれと同等の安全性を有するものと認めた措置を講じてい 

る場合は、この限りでなく、また、製造設備の冷却の用に供する冷凍設備にあつては、冷凍保安規則 に規定する技

術上の基準によることができる。 

（略） 

十三 高圧ガス設備（容器を除く。以下この号において同じ。）は、常用の圧力又は常用の温度において発生する最

大の応力に対し、当該設備の形状、寸法、常用の圧力若しくは常用の温度における材料の許容応力、溶接継手の効

率等に応じ、十分な強度を有するものであり、又は特定設備検査規則第十二条  及び第五十一条  の規定に基づく

強度を有し、若しくは高圧ガス設備の製造技術、検査技術等の状況により製造することが適切であると経済産業大

臣が認める者の製造した常用の圧力等に応ずる十分な強度を有するものであること。  

（略） 

十四 ガス設備（可燃性ガス、毒性ガス及び酸素以外のガスにあつては高圧ガス設備に限る。）に使用する材料 は、

ガスの種類、性状、温度、圧力等に応じ、当該設備の材料に及ぼす化学的影響及び物理的影響に対し、安全な 化学

的成分及び機械的性質を有するものであること。 

（略） 

 

特定設備検査規則 

（耐圧部分の強度等） 

第十二条 特定設備の耐圧部分は、当該設備の設計圧力又は設計温度（第一種特定設備にあっては前条第一項に 規

定する設計温度をいい、第二種特定設備にあっては同条第二項に規定する設計温度をいう。以下同じ。）におい 

て発生する最大の応力に対し安全な強度を有しなければならない。 

２ 特定設備の耐圧部分の板の厚さ、断面積等は、形状、寸法、設計圧力、設計温度における材料の許容応力、 溶

接接手の効率等に応じ、経産により求めた値以上でなければならない。 

（略） 

 

（材料の許容引張応力） 

第十四条 第一種特定設備にあつては、次の各号に掲げる材料を圧延製品又は鍛造製品の材料として使用する場 合

における当該材料の許容引張応力（設計温度がクリープ領域に達しない場合に限る。以下この項、第三項及び第 四

項において同じ。）の値は、当該各号に定める値以下としなければならない。 

一 鉄鋼材料（次号に掲げるものを除く。）   次の値のうち最も小さい値 

イ 常温における最小引張強さの四分の一 

ロ 設計温度における最小引張強さの四分の一 

（略） 

３ 第二種特定設備にあつては、鉄鋼材料又は非鉄金属材料を圧延製品又は鍛造製品の材料として使用する場合 に

おけるこれらの材料の許容引張応力の値は、次の値のうち最も小さい値以下としなければならない。 



7 
 

イ 常温における最小引張強さの三・五分の一 

ロ 設計温度における最小引張強さの三・五分の一 

（略） 

 

（特殊な設計による特定設備についての特例） 

第五十一条 特殊な設計による特定設備について経済産業大臣の認可を受けた場合は、第十条から第四十五条まで

に規定にかかわらず、当該認可に係わる基準を持って法第五十六条の三第四項の技術上の基準とする。 

  

特定則例示基準 

別添１ 

特定設備の技術基準の解釈 この特定設備の技術基準の解釈は、特定設備検査規則に定める技術的要件を満たすべ

き技術的内容及び検査方法を できる限り具体的に示したものである。 

なお、特定設備検査規則に定める技術的要件を満たすべき技術的内容はこの解釈に限定されるものではなく、特定 

設備検査規則に照らして十分な保安水準の確保ができる技術的根拠があれば、特定設備検査規則に適合するものと 

判断するものである。 

目次 

第１章総則（第１条～第３条） 第２章設計の検査（第４条～第４９条） 第１節材料（第４条～第５条） 第２節加

工（第６条～第２５条） 

第３節溶接（第２６条～第４４条） 第４節構造（第４５条～第４９条） 

第３章材料の検査（第５０条～第５２条） 第４章加工の検査（第５３条～第５４条） 

第５章溶接の検査（第５５条～第６７条） 第６章構造の検査（第６８条～第７４条） 第１章総則 

（適用範囲） 

第１条この特定設備の技術基準の解釈（以下「解釈」という。）は、特定設備検査規則（昭和５１年通商産業省令 第

４号。以下「省令」という。）第８条及び第９条に定める技術的要件を満たすべき技術的内容のうち一般の特定 設

備についてできる限り具体的に示すものである 
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【NO.３５ 貯蔵量が300m3未満で処理能力が30m3/日以上の第２種製造事業

者である水素スタンドの貯蔵に係る技術基準の見直し】 

 

高圧ガス保安法 

（製造の許可等） 

第五条 次の各号の一に該当する者は、事業所ごとに、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

一 圧縮、液化その他の方法で処理することができるガスの容積（温度零度、圧力零パスカルの状態に換算した容

積をいう。以下同じ。）が一日百立方メートル（当該ガスが政令で定めるガスの種類に該当するものである場合にあ

つては、当該政令で定めるガスの種類ごとに百立方メートルを超える政令で定める値）以上である設備（第五十六

条の七第二項の認定を受けた設備を除く。）を使用して高圧ガスの製造（容器に充てんすることを含む。以下同じ。）

をしようとする者（冷凍（冷凍設備を使用してする暖房を含む。以下同じ。）のため高圧ガスの製造をしようとする

者及び液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和四十二年法律第百四十九号。以下「液化石

油ガス法」という。）第二条第四項の供給設備に同条第一項の液化石油ガスを充てんしようとする者を除く。） 

二 冷凍のためガスを圧縮し、又は液化して高圧ガスの製造をする設備でその一日の冷凍能力が二十トン（当該ガ

スが政令で定めるガスの種類に該当するものである場合にあつては、当該政令で定めるガスの種類ごとに二十トン

を超える政令で定める値）以上のもの（第五十六条の七第二項の認定を受けた設備を除く。）を使用して高圧ガスの

製造をしようとする者 

２ 次の各号の一に該当する者は、事業所ごとに、当該各号に定める日の二十日前までに、製造をする高圧ガスの

種類、製造のための施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法を記載した書面を添えて、その旨を都道府県知事

に届け出なければならない。 

一 高圧ガスの製造の事業を行う者（前項第一号に掲げる者及び冷凍のため高圧ガスの製造をする者並びに液化石

油ガス法第二条第四項の供給設備に同条第一項の液化石油ガスを充てんする者を除く。） 事業開始の日 

二 冷凍のためガスを圧縮し、又は液化して高圧ガスの製造をする設備でその一日の冷凍能力が三トン（当該ガス

が前項第二号の政令で定めるガスの種類に該当するものである場合にあつては、当該政令で定めるガスの種類ごと

に三トンを超える政令で定める値）以上のものを使用して高圧ガスの製造をする者（同号に掲げる者を除く。） 製

造開始の日 

３ 第一項第二号及び前項第二号の冷凍能力は、経済産業省令で定める基準に従つて算定するものとする。 

 

（許可の基準） 

第八条 都道府県知事は、第五条第一項の許可の申請があつた場合には、その申請を審査し、次の各号のいずれに

も適合していると認めるときは、許可を与えなければならない。 

一 製造（製造に係る貯蔵及び導管による輸送を含む。以下この条、次条、第十一条、第十四条第一項、第二十条

第一項から第三項まで、第二十条の二、第二十条の三、第二十一条第一項、第二十七条の二第四項、第二十七条の

三第一項、第二十七条の四第一項、第三十二条第十項、第三十五条第一項、第三十五条の二、第三十六条第一項、

第三十八条第一項、第三十九条第一号及び第二号、第三十九条の六、第三十九条の十一第一項、第三十九条の十二

第一項第四号、第六十条第一項、第八十条第二号及び第三号並びに第八十一条第二号において同じ。）のための施設

の位置、構造及び設備が経済産業省令で定める技術上の基準に適合するものであること。 

二 製造の方法が経済産業省令で定める技術上の基準に適合するものであること。 

三 その他製造が公共の安全の維持又は災害の発生の防止に支障を及ぼすおそれがないものであること。 
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（製造のための施設及び製造の方法） 

第十一条 第一種製造者は、製造のための施設を、その位置、構造及び設備が第八条第一号の技術上の基準に適合

するように維持しなければならない。 

２ 第一種製造者は、第八条第二号の技術上の基準に従つて高圧ガスの製造をしなければならない。 

３ 都道府県知事は、第一種製造者の製造のための施設又は製造の方法が第八条第一号又は第二号の技術上の基準

に適合していないと認めるときは、その技術上の基準に適合するように製造のための施設を修理し、改造し、若し

くは移転し、又はその技術上の基準に従つて高圧ガスの製造をすべきことを命ずることができる。 

 

（製造のための施設及び製造の方法） 

第十二条 第二種製造者は、製造のための施設を、その位置、構造及び設備が経済産業省令で定める技術上の基準

に適合するように維持しなければならない。 

２ 第二種製造者は、経済産業省令で定める技術上の基準に従つて高圧ガスの製造をしなければならない。 

３ 都道府県知事は、第二種製造者の製造のための施設又は製造の方法が前二項の技術上の基準に適合していない

と認めるときは、その技術上の基準に適合するように製造のための施設を修理し、改造し、若しくは移転し、又は

その技術上の基準に従つて高圧ガスの製造をすべきことを命ずることができる。 

 

（貯蔵） 

第十五条 高圧ガスの貯蔵は、経済産業省令で定める技術上の基準に従つてしなければならない。ただし、第一種

製造者が第五条第一項の許可を受けたところに従つて貯蔵する高圧ガス若しくは液化石油ガス法第六条の液化石油

ガス販売事業者が液化石油ガス法第二条第四項の供給設備若しくは液化石油ガス法第三条第二項第三号の貯蔵施設

において貯蔵する液化石油ガス法第二条第一項の液化石油ガス又は経済産業省令で定める容積以下の高圧ガスにつ

いては、この限りでない。 

２ 都道府県知事は、次条第一項又は第十七条の二第一項に規定する貯蔵所の所有者又は占有者が当該貯蔵所にお

いてする高圧ガスの貯蔵が前項の技術上の基準に適合していないと認めるときは、その者に対し、その技術上の基

準に従つて高圧ガスを貯蔵すべきことを命ずることができる。 

 

（貯蔵所） 

第十六条 容積三百立方メートル（当該ガスが政令で定めるガスの種類に該当するものである場合にあつては、当

該政令で定めるガスの種類ごとに三百立方メートルを超える政令で定める値）以上の高圧ガスを貯蔵するときは、

あらかじめ都道府県知事の許可を受けて設置する貯蔵所（以下「第一種貯蔵所」という。）においてしなければなら

ない。ただし、第一種製造者が第五条第一項の許可を受けたところに従つて高圧ガスを貯蔵するとき、又は液化石

油ガス法第六条の液化石油ガス販売事業者が液化石油ガス法第二条第四項の供給設備若しくは液化石油ガス法第三

条第二項第三号の貯蔵施設において液化石油ガス法第二条第一項の液化石油ガスを貯蔵するときは、この限りでな

い。 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、その第一種貯蔵所の位置、構造及び設備が経済産

業省令で定める技術上の基準に適合すると認めるときは、許可を与えなければならない。 

３ 第一項の場合において、貯蔵する高圧ガスが液化ガス又は液化ガス及び圧縮ガスであるときは、液化ガス十キ

ログラムをもつて容積一立方メートルとみなして、同項の規定を適用する。 
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（貯蔵所） 

第十七条の二 容積三百立方メートル以上の高圧ガスを貯蔵するとき（第十六条第一項本文に規定するときを除く。）

は、あらかじめ、都道府県知事に届け出て設置する貯蔵所（以下「第二種貯蔵所」という。）においてしなければな

らない。ただし、第一種製造者が第五条第一項の許可を受けたところに従つて高圧ガスを貯蔵するとき、又は液化

石油ガス法第六条の液化石油ガス販売事業者が液化石油ガス法第二条第四項の供給設備若しくは液化石油ガス法第

三条第二項第三号の貯蔵施設において液化石油ガス法第二条第一項の液化石油ガスを貯蔵するときは、この限りで

ない。 

２ 第十六条第三項の規定は、前項の場合に準用する。 

 

一般則 

（処理能力三十立方メートル以上の第二種製造者に係る技術上の基準） 

第十一条 第二種製造者のうち処理能力が三十立方メートル以上である者に係る法第十二条第一項の経済産業省令

で定める技術上の基準及び同条第二項の経済産業省令で定める技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 製造設備が定置式製造設備（コールド・エバポレータ、圧縮天然ガススタンド、液化天然ガススタンド及び圧

縮水素スタンドを除く。）である製造施設にあつては、第六条の基準に適合すること。 

二 製造設備がコールド・エバポレータである製造施設にあつては、第六条の二の基準に適合すること。 

三 製造設備が圧縮天然ガススタンドである製造施設にあつては、第七条の基準に適合すること。 

四 製造設備が液化天然ガススタンドである製造施設にあつては、第七条の二の基準に適合すること。 

五 製造設備が圧縮水素スタンドである製造施設にあつては、第七条の三の基準に適合すること。 

六 製造設備が移動式製造設備（移動式圧縮水素スタンドを除く。）である製造施設にあつては、第八条の基準に適

合すること。 

七 製造設備が移動式圧縮水素スタンドである製造施設にあつては、第八条の二の基準に適合すること。 

 

（貯蔵の方法に係る技術上の基準） 

第十八条 法第十五条第一項の経済産業省令で定める技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 貯槽により貯蔵する場合にあつては、次に掲げる基準に適合すること。 

イ 可燃性ガス又は毒性ガスの貯蔵は、通風の良い場所に設置された貯槽によりすること。 

ロ 貯槽（不活性ガス（特定不活性ガスを除く。）及び空気のものを除く。）の周囲二メートル以内においては、

火気の使用を禁じ、かつ、引火性又は発火性の物を置かないこと。ただし、貯槽と火気若しくは引火性若しくは

発火性の物との間に当該貯槽から漏えいしたガスに係る流動防止措置又はガスが漏えいしたときに連動装置によ

り直ちに使用中の火気を消すための措置を講じた場合は、この限りでない。 

ハ 液化ガスの貯蔵は、液化ガスの容量が当該貯槽の常用の温度においてその内容積の九十パーセントを超えな

いようにすること。 

ニ 貯槽の修理又は清掃（以下ニにおいて「修理等」という。）及びその後の貯蔵は、次に掲げる基準によること

により保安上支障のない状態で行うこと。 

（イ） 修理等をするときは、あらかじめ、修理等の作業計画及び当該作業の責任者を定め、修理等は、当該

作業計画に従い、かつ、当該責任者の監視の下に行うこと又は異常があつたときに直ちにその旨を当該責任者

に通報するための措置を講じて行うこと。 

（ロ） 可燃性ガス、毒性ガス、特定不活性ガス又は酸素の貯槽の修理等をするときは、危険を防止するため

の措置を講ずること。 
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（ハ） 修理等のため作業員が貯槽を開放し、又は貯槽内に入るときは、危険を防止するための措置を講ずる

こと。 

（ニ） 貯槽を開放して修理等をするときは、当該貯槽に他の部分から当該ガスが漏えいすることを防止する

ための措置を講ずること。 

（ホ） 修理等が終了したときは、当該貯槽に漏えいのないことを確認した後でなければ貯蔵をしないこと。 

ホ 貯槽（貯蔵能力が百立方メートル又は一トン以上のものに限る。）には、その沈下状況を測定するための措置

を講じ、経済産業大臣が定めるところにより沈下状況を測定すること。この測定の結果、沈下していたものにあ

つては、その沈下の程度に応じ適切な措置を講ずること。 

ヘ 貯槽又はこれに取り付けた配管のバルブを操作する場合にバルブの材質、構造及び状態を勘案して過大な力

を加えないよう必要な措置を講ずること。 

ト 三フッ化窒素の貯槽のバルブは、静かに開閉すること。 

二 容器（高圧ガスを燃料として使用する車両に固定した燃料装置用容器を除く。）により貯蔵する場合にあつて

は、次に掲げる基準に適合すること。 

イ 可燃性ガス又は毒性ガスの充塡容器等の貯蔵は、通風の良い場所ですること。 

ロ 第六条第二項第八号の基準に適合すること。ただし、第一種貯蔵所及び第二種貯蔵所以外の場所で\1 塡容

器等により特定不活性ガスを貯蔵する場合には、同号ロ及びニの基準に適合することを要しない。 

ハ シアン化水素を貯蔵するときは、充塡容器等について一日に一回以上当該ガスの漏えいのないことを確認す

ること。 

ニ シアン化水素の貯蔵は、容器に充塡した後六十日を超えないものをすること。ただし、純度九十八パーセン

ト以上で、かつ、着色していないものについては、この限りでない。 

ホ 貯蔵は、船、車両若しくは鉄道車両に固定し、又は積載した容器（消火の用に供する不活性ガス及び消防自

動車、救急自動車、救助工作車その他緊急事態が発生した場合に使用する車両に搭載した緊急時に使用する高圧

ガスを充塡してあるものを除く。）によりしないこと。ただし、法第十六条第一項の許可を受け、又は法第十七条

の二第一項の届出を行つたところに従つて貯蔵するときは、この限りでない。 

ヘ 一般複合容器等であつて当該容器の刻印等において示された年月から十五年を経過したもの（圧縮天然ガス

自動車燃料装置用容器、圧縮水素自動車燃料装置用容器又は圧縮水素運送自動車用容器にあつては、容器保安規

則第八条第一項第十号の充塡可能期限年月日を経過したもの、国際圧縮水素自動車燃料装置用容器にあつては、

同号の充塡可能期限年月を経過したもの、国際相互承認圧縮水素自動車燃料装置用容器にあつては、これを製造

した月（その製造過程で行われた耐圧試験に合格した月をいう。）の前月から起算して十五年を経過したもの、国

際圧縮水素自動車燃料装置用容器にあつては、同号の充塡可能期限年月を経過したもの、国際相互承認圧縮水素

自動車燃料装置用容器にあつては、容器を製造した月（容器の製造過程で行われた耐圧試験に合格した月をいう。）

の前月から起算して十五年を経過した月を経過したもの）を高圧ガスの貯蔵に使用しないこと。 

三 高圧ガスを燃料として使用する車両に固定した燃料装置用容器により貯蔵する場合にあつては、前号ヘの基準

に適合すること。 

 

（貯槽により貯蔵する場合の技術上の基準） 

第二十二条 貯槽により貯蔵する第一種貯蔵所における法第十六条第二項の経済産業省令で定める技術上の基準は、

第六条第一項第一号から第三号まで、第五号から第九号まで、第十一号から第二十二号まで、第二十四号、第二十

五号及び第三十一号から第四十一号までに掲げるものとする。ただし、次に掲げる場合にあつては、当該各号に定

める技術上の基準を適用する。 
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一 コールド・エバポレータにより貯蔵する場合にあつては、第六条の二第一項及び第二項 

ニ 第二種製造者のうち処理能力が三十立方メートル以上である者が圧縮天然ガススタンドにより貯蔵する場合に

あつては、第七条第一項及び第二項 

三 第二種製造者のうち処理能力が三十立方メートル以上である者が液化天然ガススタンドにより貯蔵する場合に

あつては、第七条の二第一項 

四 第二種製造者のうち処理能力が三十立方メートル以上である者が圧縮水素スタンドにより貯蔵する場合にあつ

ては、第七条の三第一項及び第二項 

 

（容器により貯蔵する場合の技術上の基準） 

第二十三条 容器により貯蔵する第一種貯蔵所における法第十六条第二項の経済産業省令で定める技術上の基準は、

次の各号に掲げるものとする。ただし、第一種製造者のうち移動式圧縮水素スタンドにより貯蔵する場合又は第二

種製造者のうち処理能力が三十立方メートル以上である者が圧縮水素スタンド若しくは移動式圧縮水素スタンドに

より貯蔵する場合にあつては、次項各号に掲げる基準を適用する。 

一 容器が配管により接続されたものにあつては、その外面から第一種保安物件に対し第一種設備距離以上、第二

種保安物件に対し第二種設備距離以上の距離を有し、かつ、第六条第一項第四十二号イ、ロ及びホからヌまでの基

準に適合すること。 

二 容器が配管により接続されたものにあつては、その配管（高圧ガスが通る部分に限る。）については第六条第一

項第十一号から第十三号までに規定する高圧ガス設備の例によるものであること。 

三 容器が配管により接続されていないものにあつては、第六条第一項第四十二号の基準に適合すること。 

２ 第一種製造者のうち移動式圧縮水素スタンドにより貯蔵する場合又は第二種製造者のうち処理能力が三十立方

メートル以上である者が圧縮水素スタンド若しくは移動式圧縮水素スタンドにより貯蔵する場合に係る前項ただし

書の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 第二種製造者のうち処理能力が三十立方メートル以上である者が圧縮水素スタンドにより貯蔵する場合にあつ

ては、第七条の三第一項及び第二項 

二 第一種製造者のうち移動式圧縮水素スタンドにより貯蔵する場合又は第二種製造者のうち処理能力が三十立方

メートル以上である者が移動式圧縮水素スタンドにより貯蔵する場合にあつては、第八条の二第一項 
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【Ｎｏ.３０ 水素スタンド設備の遠隔監視による無人運転の許容】 

 

高圧ガス保安法 

（保安統括者、保安技術管理者及び保安係員） 

第二十七条の二 次に掲げる者は、事業所ごとに、経済産業省令で定めるところにより、高圧ガス製造保安統括 者

（以下「保安統括者」という。）を選任し、第三十二条第一項に規定する職務を行わせなければならない。 

一 第一種製造者であつて、第五条第一項第一号に規定する者（経済産業省令で定める者を除く。） 

 

一般則 

（定置式製造設備に係る技術上の基準） 

第六条第２項 

（略） 

四 高圧ガスの製造は、製造設備の使用開始時及び使用終了時に当該製造設備の属する製造施設の異常の有無を 点

検するほか、一日に一回以上製造をする高圧ガスの種類及び製造設備の態様に応じ頻繁に製造設備の作動状況につ

いて点検し、異常のあるときは、当該設備の補修その他の危険を防止する措置を講じてすること。 

 

（保安統括者の選任等：適用除外、適用除外の要件） 

第六十四条 法第二十七条の二第一項 の規定により、同項第一号 又は第二号 に掲げる者（以下次条から第六十 

七条まで及び第七十八条において「第一種製造者等」という。）は、事業所ごとに、保安統括者一人を選任しなけれ

ばならない。 

２ 法第二十七条の二第一項第一号 の経済産業省令で定める者は、次の各号に掲げるものとする。 

一 移動式製造設備により六フッ化硫黄ガス、空気、液化ヘリウム、液化アルゴン、液化窒素、液化酸素、液化 炭

酸ガス、液化六フッ化硫黄若しくは液化フルオロカーボンを製造する者、気化器若しくは減圧弁によりヘリウムガ

ス、アルゴンガス、窒素ガス若しくは酸素ガスを製造する者又は気化器若しくは減圧弁若しくはこれらと同様の 機

能を有するバルブ（以下「気化器等」という。）により炭酸ガスを製造する者（一日の冷凍能力（冷凍保安規則 第

五条 に規定する冷凍能力をいう。第六十六条第六項第三号において同じ。）が十トン未満の冷凍設備を使用して 気

化器等に付属する液化炭酸ガスの貯蔵設備内の当該ガスを冷却する場合を含む。）であつて、次のいずれかに該当す

る者にその製造に係る保安について監督させるもの 

（略） 

二 容積が十立方メートル以下の空気又は窒素ガスを使用するダイキャスト機、水圧蓄圧機又はアキュムレータ を

使用する者 

三 処理能力が千立方メートル未満のスクーバダイビング用等呼吸用の空気を容器に充てんするための定置式製 

造設備（当該設備内の圧力が常用の圧力を超えた場合に自動的に充てんを停止する機能を有するものに限る。）を 

設置する者であつて、次のいずれかに該当する者にその製造に係る保安について監督させるもの 

（略） 

四 処理能力が二十五万立方メートル未満の事業所において、専ら天然ガスを燃料として使用する車両に固定さ れ

た容器に天然ガスを充てんする者であつて、甲種化学責任者免状、乙種化学責任者免状、丙種化学責任者免状、 甲

種機械責任者免状又は乙種機械責任者免状の交付を受けたものであり、かつ、可燃性ガスの製造に関し六月以上 の

経験を有する者にその製造に係る保安について監督させるもの 

五 処理能力が二十五万立方メートル未満の事業所において、又は移動式圧縮水素スタンドにより、専ら常用の 圧
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力が八十二メガパスカル以下の圧縮水素を燃料として使用する車両に固定された容器に圧縮水素を充てんする者 

であつて、甲種化学責任者免状、乙種化学責任者免状、丙種化学責任者免状、甲種機械責任者免状又は乙種機械責 

任者免状の交付を受けたものであり、かつ、圧縮水素又は液化水素の製造に関し六月以上の経験を有する者にその

製造に係る保安について監督させるもの 

（略） 

 

高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規） 

第六十四条関係 

（略） 

第２項第１号及び第３号から第５号中「保安について監督させるもの」は、それぞれの事業所 で１名以上選任する

こととし、代理者の選任は不要である。また、交替制をとっている事業所であっても、それぞれの当番において、

監督者が常駐する必要はないが、監督者が不在の際の連絡体制を確保する必要がある。 

（略） 
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